
,828 2,828 2,858

臨時職員賃金等(Ｃ') 千円 0 0 0 0

総コスト(Ｄ)=(Ａ)+(Ｃ)+(Ｃ') 千円 10,252 9,922 8,984 10,955

単位当たりコスト
千円

(Ｅ)=(Ｄ)/(団体数 ) 732 763 749 0

活動等指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

評
価
指
標
の
設
定

①団体数 実績値 団体 14 13 12

②事業回数 実績値 回 298 268 198

《指標の説明・数値変化の理由 など》

活動等指標の団体数は委託団体数。事業回数は事業の延べ回数を記載した。

成果指標 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

一
次

目標値 人
参加者

実績値 人 10,654 11,020 7,529

二
次

目標値

実績値

《指標の説明・数値変化の理由 など》

成果指標は、延べ参加人数を記載した。各学校施設運営協議会の企画立案において事業を実施しているので、年度によって事

業回数・参加人数に増減がある。※インフルエンザや地震等の影響による増減もある。

各運営協議会へ平成22年度にアンケート調査をしたところ、8割程度の方が、制度上、実

事
業
環
境
等

市民・関連団体等の意見 施上において、「妥当」若しくは、「まあ妥当」が占めている。課題としての意見は、人

(アンケート結果など) 材の担い手の継続性が難しいとの回答である。

西東京市の独自事業
□ 上

都内26市のサービス水準との比較
■ 中

(平均値、本市の順位など)
□ 下

代替・類似サービスの有無
□ 有 各小学校区域ごとの類似する事業は無い。公民館の講師派遣事業が似た側面

■ 無 を持っている。

事務事業評価シート(事後評価)
事業コード事務事業名地域生涯学習事業 所管部課 教育部

10-04-01 社会教育課

施策コード施策名 施策目標

創3-1
市民一人ひとりが生涯にわたって、いつでも、どこでも、だれでも自由に学習することが

生涯学習社会の形成 できるまちづくりを進めます。

事務事業の目的 根拠法令等

事
務
事
業
の
概
要

生涯学習社会の進展や学校週五日制の実施に伴い、小学校を地域の生涯学習の活動拠点として、地域の人材の活 □法律

用により、地域の活力を結集し、児童・生徒の健全育成及び地域住民の生涯学習のきっかけ作りを目的とする。 □条例・規則

□政令・省令

■要綱・要領

事業内容・実施方法等／補助の概要：補助団体の概要(団体名・団体の活動内容・補助金の活用内容等)、補助金の概要(国・

都基準の有無・対象者拡大の有無・上乗せ補助額・市単独補助額)等　※該当する予算事業名・節目を明記する

小学校単位で組織されている学校施設開放運営協議会と地域活動の会（障害者団体）が作成した事業計画書と事業予算書に基

づいて、委託契約をしており、①学習活動の機会が得られる事業、②参画型の体験交流事業、③生涯学習活動に資する研修会

・講演会等事業を地域の人材、実情、施設等に合わせた事業（エコクッキング、コンサート、ガーデンニング教室、陶芸教室

、科学教室、リース教室、野球教室、サッカー教室、子ども料理教室、絵手紙教室等）を実施している。

事業開始時期 15 年度 実施形態 □ 直営 ■ 委託 □ 補助 □ その他 ( )

項　目 単位 20年度 21年度 22年度 23年度

事
業
費
デ
｜
タ

事業費(Ａ) 7,394 7,094 6,156 8,097

財
源
内
訳

国庫支出金・都支出金 0 0 0 0

地方債 千円 0 0 0 0

その他 ( ) 0 0 0 0

一般財源 7,394 7,094 6,156 8,097

所要人員(Ｂ) 人 0.35 0.35 0.35 0.35

人件費(Ｃ)=平均給与×(Ｂ) 千円 2,858 2
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わたって、いつでも、どこでも、だれでも自由に学習することが

生涯学習社会の形成 できるまちづくりを進めます。

【一次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 一次評価

○事業実施上の課題や今後改善すべき点等

事業の優先度
2

　地域の生涯学習の活動拠点として、小学校の施設を活用した、地域の人材等によ

(緊急性) □拡充 る学習活動は、地域の子ども、大人が地域社会の中で、ともに生涯学習のきっかけ

作りと、地域の教育力の向上にもつながる事業として、非常に重要である。事業の
2Ａ 　課題としては、学校施設開放運営協議会は、利用団体、育成会、ＰＴＡなどから

必要性 □継続実施 成り立っており、役員が1年で変更になる団体もあり、事業の担い手となる人材が
事業主体の

2
不足により事業の継続が難しく、各年度によって事業数の増減が見受けられる。ま

妥当性 た、小学校は全19校であるが、全ての小学校に地域生涯学習を受託する企画力、ス
■改善・見直し

タッフがいる学校施設開放運営協議会は無い。現在、受託して頂いているのは11校直接のサービス
3 の団体で、地域活動の会（障害者団体）を合わせ12団体である。

の相手方
 平成23年度に、事業内容、受託団体数の課題等を整理するため、社会教育委員の□抜本的見直し

事業内容等の
2
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検証項目の見方　Ａ:事業実施の意義を検証する項目　Ｂ:事業の内容・実施方法を検証する項目　Ｃ:市民ニーズの反映度を検証する項目

【二次評価】

○検証項目、評価の判断理由
検証項目 ランク 二次評価
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